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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第３四半期連結
累計期間

第６期
第３四半期連結
累計期間

第５期
第３四半期連結
会計期間

第６期
第３四半期連結
会計期間

第５期

会計期間

自 平成20年
４月１日

至 平成20年
12月31日

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成20年
10月１日

至 平成20年
12月31日

自 平成21年
10月１日

至 平成21年
12月31日

自 平成20年
４月１日

至 平成21年
３月31日

営業収益

(うち受取手数料)　(注)２
(千円)

2,783,584

(2,593,172)

1,837,325

(1,847,371)

772,358

(711,743)

481,323

(460,498)

3,448,424

(3,256,673)

経常損失 (千円) 115,971 206,922 72,356 233,540 556,611

四半期（当期）純損失 (千円) 153,456 457,109 128,966 182,463 787,302

純資産額 (千円) ― ― 6,361,0025,250,8215,740,993

総資産額 (千円) ― ― 28,462,83531,507,68629,023,539

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,049.97 891.05 960.10

１株当たり四半期（当期）

純損失金額
(円) 25.18 77.09 21.21 30.93 129.50

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額

　(注)３

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 22.3 16.7 19.8

営業活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 129,619△167,585 ― ― 329,442

投資活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △32,514 54,790 ― ― △24,278

財務活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △5,199 △12,452 ― ― △13,251

現金及び現金同等物の四半

期末（期末）残高
(千円) ― ― 2,914,9962,989,7553,115,002

従業員数 （人） ― ― 155 104 107

  （注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２　営業収益には、消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という。)は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、平成21年５月29日開催の取締役会決議に基づき、平成21年10月１日を合併期日

として当社の連結子会社であるスターアセット証券株式会社（現スター為替証券株式会社）を存続会社、スター為替

株式会社を消滅会社とする合併を行ったため、連結子会社であったスター為替株式会社は消滅しております。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 104 　

　（注）　従業員数は、就業人員であります。

　

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 4 　

　（注）　従業員数は、就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【受注及び販売の状況】

　当社グループは、「投資・金融サービス業」の単一セグメントにて事業展開をしておりましたが、第２四半期連結会

計期間より「環境・省エネルギー支援サービス業」が加わっております。

　「環境・省エネルギー支援サービス業」については、第２四半期連結会計期間より連結子会社のグリーン環境株式

会社にて住宅用太陽光発電モジュール及びオール電化システムの受注及び販売等を開始しており、同事業における受

注状況及び販売実績は以下のとおりとなっております。

　なお、「投資・金融サービス業」については、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に

おいて事業部門別に詳細を記載しております。

　

(1) 受注状況

　当第３四半期連結会計期間の「環境・省エネルギー支援サービス業」の受注状況は、次のとおりであります。　

事業の名称 受注高（千円）　 受注残高（千円）

環境・省エネルギー支援サービス業 36,581　 29,000

合計 36,581　 29,000　

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「環境・省エネルギー支援サービス業」は第２四半期連結会計期間から受注を開始したため、前年

同四半期比を記載しておりません。

　

(2) 販売実績

　当第３四半期連結会計期間の「環境・省エネルギー支援サービス業」の販売実績は、次のとおりであります。　

事業の名称 金額（千円）

環境・省エネルギー支援サービス業 45,546　

合計 45,546

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「環境・省エネルギー支援サービス業」は第２四半期連結会計期間から販売を開始したため、前年

同四半期比を記載しておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）におけるわが国経済は、景気持ち直し

の兆候が認識されたほか、企業収益と設備投資の減少傾向がやや鈍化してきていることで、国内外の株式市場も上昇

傾向となりました。しかしながら、雇用情勢や家計部門の所得環境も改善する段階には至っておらず、また、緩やかな

デフレ傾向も見られ、景気の下振れ懸念が消えない状況が続きました。

　為替市場においては、10月は円高地合いを引き継いで始まりましたが、1ドル＝88円を割り込んだところからは、米国

長期金利の上昇に連れて円安が進み、11月前半は90円を挟んでもみ合う展開でした。その後、同月後半にかけては、米

当局のドル安容認のほか、米国の市場金利の一段の低下を受けて、円が急騰した後、更にドバイ・ショックも加わった

ことで同月27日には14年ぶりに84円台を記録しました。12月に入ると急速な円高進行による警戒感や米国の雇用統計

の改善を受けて円安基調で推移し、月末には92円台まで円安が進みました。

　なお、当第３四半期連結会計期間の東京金融取引所における取引所為替証拠金取引「くりっく365」の取引高は

20,901千枚（前年同四半期比83.5％増）、当社グループの取引高は5,551千枚（同120.3％増）となりました。

　商品先物市場においては、10月に世界的な景況感の改善や株価が上昇したことに加え、中旬以降にドル安が進行した

ことで、全般的にコモディティが買い進まれ、284台まで上昇しました。一方、下旬に入ると米経済指標が予想を下回っ

たことをきっかけに270台まで反落しました。11月に入り、267台から278台のレンジで推移しましたが、同月末に中東

ドバイの資金繰り懸念が表面化したほか、12月初めに公表された米国の雇用統計が予想を上回ったことをきっかけに

ドルが反発し、コモディティ市場は下落する展開となりました。しかし、中旬以降は、中国の経済指標が高い伸びと

なったことなどから反発したほか、イランの政情不安が高まったことからエネルギーセクター主導で上昇しました。

　なお、当第３四半期連結会計期間における国内商品先物市場全体の売買高は18,485千枚（同15.3％減）、当社グルー
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プの売買高は20千枚（同89.6％減）となりました。

　株式市場においては、10月初めは下落して始まったものの、企業決算が好調だったことをきっかけに米国株が上昇し

たことや、為替が円安に戻したことで、同月下旬には一時10,400円近くまで上昇しました。しかし、上昇の勢いは鈍く、

予想を下回る米国経済指標の発表を受け再び下落しました。その後11月半ばにかけては一進一退の動きが続きました

が、前述のドバイ・ショックの影響で一時9,000円割れ寸前まで下落しました。12月に入ると景気・業績の回復や海外

株式の上昇といった好材料から下落基調は一転し、同月末には10,500円台まで回復しました。

　このような経済、市場環境のもと、当社グループの受取手数料は460百万円（同35.3％減）となり、その内訳は外国為

替証拠金取引業330百万円（同25.1％減）、商品先物取引業128百万円（同48.8％減）、証券業1百万円（同92.3％減）

であります。売買損益は貴金属市場で売買益を計上した結果、9百万円の売買益（同81.2％減）となりました。また、営

業費用は723百万円（同15.0％減）となりましたが、その主なものは、取引所等関係費193百万円（同35.7％増）、人件

費185百万円（同39.3％減）、電算機費96百万円（同11.4％減）であります。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の当社グループの連結業績は、営業収益481百万円（同37.7％減）、営業損失

242百万円（前年同四半期は78百万円の営業損失）、経常損失233百万円（前年同四半期は72百万円の経常損失）、四

半期純損失182百万円（前年同四半期は128百万円の四半期純損失）となりました。
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　当社グループの当第３四半期連結会計期間における営業収益は以下のとおりであります。

①　受取手数料

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

外国為替証拠金取引   

取引所為替証拠金取引 307,038 △24.8

店頭為替証拠金取引 23,894 △28.6

外国為替証拠金取引計 330,933 △25.1

商品先物取引   

農産物市場 6,309 △67.2

砂糖市場 88 △73.7

貴金属市場 116,194 △46.2

アルミニウム市場 ― △100.0

ゴム市場 2,424 △69.6

石油市場（注）２ 3,032 △54.0

商品先物取引計 128,048 △48.8

証券取引   

委託手数料   

株券 1,310 △93.2

受益証券 3 △95.2

小計 1,314 △93.2

募集・売出手数料 5 ―

その他の受入手数料 196 △54.4

証券取引計 1,516 △92.3

合計 460,498 △35.3

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　東京工業品取引所の原油(53千円)の取引方法は現金決済取引でありますが、現物先物取引の石

油市場に含めております。
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②　売買損益

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

外国為替証拠金取引 　 　

取引所為替証拠金取引 ― △100.0

店頭為替証拠金取引 ― △100.0

外国為替証拠金取引計 ― △100.0

商品先物取引   

農産物市場 ― △100.0

砂糖市場 ― △100.0

貴金属市場 9,684 △71.8

ゴム市場 ― △100.0

石油市場 ― △100.0

商品先物取引計 9,684 △84.3

証券取引   

株券等 ― △100.0

証券取引計 ― △100.0

合計 9,684 △81.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

③　その他

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

外国為替証拠金取引 2,136 △65.6

信用取引収益 2 △99.9

その他 9,000 ―

合計 11,139 24.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　当社グループの当第３四半期連結会計期間における事業別の業績は以下のとおりであります。

①　為替業務

　当第３四半期連結会計期間の当社グループの外国為替証拠金取引業の受取手数料は330百万円（前年同四半期

比25.1％減）となり、その主な内訳は豪ドル/円の取引124百万円（同10.2％増）、英ポンド/円の取引101百万円

（同21.5％増）、ユーロ/円の取引47百万円（同45.7％減）であります。

　当社グループの当第３四半期連結会計期間における為替業務の営業収益は以下のとおりであります。

Ａ　営業収益

区分 金額（千円） 前年同四半期比(％)

受取手数料 330,933 △25.1

売買損益 ― △100.0

その他 2,136 △65.6

合計 333,070 △24.5

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　当社グループの外国為替証拠金取引の取引高に関して当第３四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであ

ります。

Ｂ　外国為替証拠金取引の取引高の状況

区分 取引高 前年同四半期比（％）

米ドル／円 （千米ドル） 35,977,530 419.7

ユーロ／円 （千ユーロ） 2,735,240 △49.8

豪ドル／円 （千豪ドル） 7,356,810 7.6

英ポンド／円 （千英ポンド） 6,207,180 18.2

NZドル／円 （千NZドル） 585,190 △55.8

カナダドル／円 （千カナダドル） 267,960 △14.8

スイスフラン／円 （千スイスフラン） 260,350 77.5

南アフリカランド／円 （千ZAR） 6,639,480 3,008.8

ユーロ／ドル （千ユーロ） 519,580 0.8

その他 （千通貨単位） 4,389,520 1,519.2

合計 64,938,840 138.4
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　当社グループのうち、外国為替証拠金取引業を営むスター為替証券株式会社の自己資本規制比率は、以下のとお

りであります。

Ｃ　自己資本規制比率

   
当第３四半期連結会計期間末

（百万円）

基本的項目  （Ａ） 4,929

補完的項目

その他有価証券評価差額金（評価益）等 41

金融商品取引責任準備金等  216

一般貸倒引当金  0

その他 　 ―

計 （Ｂ） 258

控除資産 （Ｃ）　 968

固定化されていない自己資本(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ） 4,219

リスク相当額

市場リスク相当額 　 19

取引先リスク相当額  302

基礎的リスク相当額 　 794

計 （Ｅ） 1,116

自己資本規制比率（％）　（Ｄ）／（Ｅ）×100 　 377.8

（注）上記は金融商品取引法の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めにより

決算数値をもとに算出したものであります。

 

EDINET提出書類

スターホールディングス株式会社(E03818)

四半期報告書

 9/33



②　商品業務

　当第３四半期連結会計期間の当社グループの商品先物取引業の受取手数料は128百万円（前年同四半期比

48.8％減）となり、その主な内訳は貴金属市場116百万円（同46.2％減）、農産物市場6百万円（同67.2％減）、石

油市場3百万円（同54.0％減）であります。

　また、売買損益は貴金属市場で売買益を計上した結果、9百万円の売買益（同84.3％減）となりました。

　当社グループの当第３四半期連結会計期間における商品業務の営業収益は以下のとおりであります。

Ａ　営業収益

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

受取手数料 128,048 △48.8

売買損益 9,684 △84.3

合計 137,732 △55.8

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　当社グループの商品先物取引の売買高に関して当第３四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであります。

Ｂ　商品先物取引の売買高の状況

区分 委託(枚)前年同期比(％)自己(枚)前年同期比(％)合計(枚)前年同期比(％)

農産物市場 2,241 △96.8 0 △100.0 2,241 △96.8

砂糖市場 26 △89.8 0 △100.0 26 △90.0

貴金属市場 14,759 △69.3 1,322 △91.2 16,081 △74.5

アルミニウム市場 0 △100.0 0 ― 0 △100.0

ゴム市場 637 △95.1 0 △100.0 637 △95.1

石油市場(注)３ 1,527 △89.9 0 △100.0 1,527 △97.0

合計 19,190 △86.8 1,322 △97.4 20,512 △89.6

（注）１　主な商品別の委託売買高とその総委託売買高に対する割合は、以下のとおりであります。

取引所名 銘柄名

前四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日)

当四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日)

委託売買高(枚)割合(％)委託売買高(枚)割合(％)

東京工業品取引所 金 26,76618.3 12,04162.8

東京工業品取引所 白金 16,45811.3 2,70014.1

東京穀物商品取引所 とうもろこし 61,33542.0 1,479 7.7

東京工業品取引所 ゴム 13,0368.9 637 3.3

東京穀物商品取引所 一般大豆 3,145 2.2 629 3.3

２　商品先物取引における取引の最低単位を枚と呼び、例えば金１枚は１kg、とうもろこし１

枚は50ｔというように、１枚当たりの数量は、商品ごとに異なります。

３　東京工業品取引所の原油（委託14枚、自己0枚、合計14枚）の取引方法は現金決済取引であ

りますが、現物先物取引の石油市場に含めております。
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　当社グループの商品先物取引に関する売買高のうち、当第３四半期連結会計期間末において反対売買等により

決済されていない建玉の状況は、以下のとおりであります。

Ｃ　商品先物取引の未決済建玉の状況

区分 委託(枚)
前年同四半期比

(％)
自己(枚)

前年同四半期比

(％)
合計(枚)

前年同四半期比

(％)

農産物市場 219 △72.8 ― △100.0 219 △74.9

砂糖市場 1 △99.1 ― △100.0 1 △99.2

貴金属市場 1,942 △6.9 ― △100.0 1,942 △11.2

アルミニウム市場 ― △100.0 ― ― ― △100.0

ゴム市場 92 △54.0 ― ― 92 △54.0

石油市場(注) 87 △46.3 ― △100.0 87 △68.4

合計 2,341 △30.6 ― △100.0 2,341 △35.9

（注）東京工業品取引所の原油（委託7枚、自己0枚、合計7枚）の取引方法は現金決済取引であります

が、現物先物取引の石油市場に含めております。

　当社グループのうち、商品先物取引業を営むスター為替証券株式会社の純資産額規制比率は、以下のとおりであ

ります。

Ｄ　純資産額規制比率

  
当第３四半期連結会計期間末

（百万円）

 資産計  （Ａ） 30,504

 負債計  （Ｂ） 25,668

 純資産額（Ａ）－（Ｂ）  （Ｃ） 4,835

 市場リスク相当額  （Ｄ） ―

 相殺によって、市場リスク相当額から 減額したもの  （Ｅ） ―

 取引先リスク相当額  （Ｆ） 71

 リスク相当額（Ｄ）＋（Ｆ）  （Ｇ） 71

 純資産額規制比率（％）（Ｃ）／（Ｇ）×100  （Ｈ） 6,733.7

 

 （負債の合計額から控除するものの内訳）

 長期劣後債務  （Ｉ） ―

 短期劣後債務  （Ｊ） ―

（注）上記は商品取引所法の規定に基づき、「商品取引所法施行規則」の定めにより決算数値をもと

に算出したものであります。
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③　証券業務

　当第３四半期連結会計期間の当社グループの証券業の受取手数料は1百万円（前年同四半期比92.3％減）であ

ります。

　当社グループの当第３四半期連結会計期間における証券業務の営業収益は以下のとおりであります。

Ａ　営業収益

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

受取手数料 1,516 △92.3

売買損益 ― △100.0

その他 2 △99.9

合計 1,519 △92.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　当社グループの株券の売買高に関して当第３四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであります。

Ｂ　株券の売買高の状況（先物取引を除く）

区分
委託

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

自己

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

合計

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

株券 171 △95.2 ― ― 171 △95.2

（うち信用取引） ― △100.0 (―) (―) ― △100.0

　当社グループの証券先物取引等に関して当第３四半期連結会計期間の状況は、以下のとおりであります。

Ｃ　証券先物取引等の状況

区分
委託

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

自己

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

合計

（百万円）

前年

同四半期比

（％）

株式に係る取引 　 　 　 　 　 　

先物取引 ― △100.0 ― △100.0 ― △100.0

オプション取引 ― △100.0 ― ― ― △100.0

合計 ― △100.0 ― △100.0 ― △100.0

　当社グループのうち、証券業を営むスター為替証券株式会社の自己資本規制比率は、為替業務の自己資本規制比

率と同一であります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

  当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、主に営業活動によるキャッシュ・フローが

△212百万円、投資活動によるキャッシュ・フローが△16百万円、財務活動によるキャッシュ・フローが△1百万円

となったことから、第２四半期連結会計期間末に対して、230百万円減少（7.2％減）し、2,989百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは△212百万円（前年同四半期は△352

百万円）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純損失△186百万円を計上し、外国為替取引預り証拠金の

増加額が1,101百万円となったものの、差入保証金の増加額が△1,562百万円、委託者先物取引差金の増加額が△101

百万円となったことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローは△16百万円（前年同四半期は△54百

万円）となりました。これは無形固定資産の取得による支出が△11百万円、有形固定資産の取得による支出が△6百

万円となったことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローは△1百万円（前年同四半期は△4百万

円）となりました。これは自己株式の取得による支出が△1百万円となったことなどによります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

スターホールディングス株式会社(E03818)

四半期報告書

13/33



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）
普通株式 25,000,000
計 25,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,543,700 6,543,700

福岡証券取引所

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・マーケッ

ト－「ヘラクレス」）

単元株式数

100株 

計 6,543,700 6,543,700 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
 
（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

－ 6,543,700 － 2,500,000 － 1,427,605

 
（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 640,700 ―　 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,900,400 59,004 ―

単元未満株式 普通株式 2,600 ― ―

発行済株式総数 6,543,700 ― ―

総株主の議決権 ― 59,004 ―
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②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

スターホールディングス㈱

福岡市博多区博多駅前

１―２―５
640,700 ― 640,700 9.79

計 ― 640,700 ― 640,700 9.79

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 136 118 195 171 152 140 142 150 127

最低（円） 102 106 115 122 128 122 115 112 110

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。
 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの、役員の異動は次のとおりであります。

（1）新任役員　

該当事項はありません。

（2）退任役員

該当事項はありません。

（3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 管理部長 取締役 ― 野中　功 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成

20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会計期

間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　なお、商品先物取引業の固有の事項については、社団法人日本商品取引員協会が定めた「商品先物取引業統一経理基

準」(平成５年３月３日付社団法人日本商品取引員協会理事会決議)及び「商品先物取引業における証券取引法に基

づく開示の内容について」(平成５年７月14日付社団法人日本商品取引員協会理事会決議)に準拠して作成しており

ます。

　また、金融商品取引業固有の事項のうち主なものについては、四半期連結財務諸表規則第63条及び第83条の規定に基

づいて、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連経理の統一に関す

る規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,005,710 3,994,481

預託金 705,000 675,000

売掛金 4,318 －

委託者未収金 40,339 54,465

商品及び製品 822 －

保管有価証券 83,954 100,294

差入保証金 24,457,473 20,441,205

金銭の信託 700,000 1,020,100

信用取引資産 － 412,704

委託者先物取引差金 277,249 392,337

未収還付法人税等 28,115 3,244

その他 208,415 414,426

貸倒引当金 △350 △473

流動資産合計 30,511,048 27,507,786

固定資産

有形固定資産 ※1
 107,991

※1
 94,834

無形固定資産 142,014 78,611

投資その他の資産 746,632 1,340,144

投資有価証券 259,812 271,186

その他 804,301 1,438,201

貸倒引当金 △317,481 △369,243

固定資産合計 996,638 1,513,590

繰延資産 － 2,162

資産合計 31,507,686 29,023,539
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,922 －

トレーディング商品 － 994

未払法人税等 7,704 250,314

賞与引当金 － 7,821

預り証拠金 791,873 936,141

外国為替取引預り証拠金 23,629,808 19,601,472

預り証拠金代用有価証券 83,954 100,294

信用取引負債 － 387,258

受入保証金 － 104,535

訴訟損失引当金 88,780 267,780

その他 656,209 621,450

流動負債合計 25,263,254 22,278,065

固定負債

繰延税金負債 50,310 67,099

役員退職慰労引当金 320,720 324,385

負ののれん 403,530 425,540

長期リース資産減損勘定 2,391 8,965

固定負債合計 776,951 825,991

特別法上の準備金

商品取引責任準備金 168,830 142,985

金融商品取引責任準備金 47,829 35,503

特別法上の準備金合計 216,659 178,489

負債合計 26,256,865 23,282,545

純資産の部

株主資本

資本金 2,500,000 2,500,000

資本剰余金 60,749 60,749

利益剰余金 2,877,626 3,334,735

自己株式 △228,594 △216,184

株主資本合計 5,209,781 5,679,300

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 41,039 61,692

評価・換算差額等合計 41,039 61,692

純資産合計 5,250,821 5,740,993

負債純資産合計 31,507,686 29,023,539
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業収益

受取手数料 2,593,172 1,847,371

売買損益 162,160 △29,133

その他 28,251 19,086

営業収益合計 2,783,584 1,837,325

営業費用 ※1
 2,928,042

※1
 2,065,386

営業損失（△） △144,458 △228,060

営業外収益

受取利息 8,796 2,673

受取配当金 3,146 3,912

負ののれん償却額 22,010 22,010

その他 4,559 3,323

営業外収益合計 38,513 31,920

営業外費用

創立費償却 540 2,162

株式交付費 835 －

持分法による投資損失 35 －

投資事業組合運用損 6,015 5,012

為替差損 2,277 3,198

減価償却費 62 78

その他 258 328

営業外費用合計 10,027 10,781

経常損失（△） △115,971 △206,922
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

特別利益

商品取引責任準備金戻入額 98,036 －

貸倒引当金戻入額 133 50,503

賞与引当金戻入額 44,577 －

事業譲渡益 － 12,777

出資金償還益 － 137,796

特別利益合計 142,747 201,076

特別損失

固定資産売却損 1,558 826

固定資産除却損 167 1,086

減損損失 4,890 43,810

商品取引責任準備金繰入額 － 25,844

金融商品取引責任準備金繰入れ 7,698 12,325

投資有価証券評価損 200 －

関係会社株式売却損 27 －

出資金償還損 － 127,511

ゴルフ会員権評価損 4,166 2,874

割増退職金 － 6,779

システム解約違約金 － 23,070

原状回復費用 1,190 43,700

その他 － 1,861

特別損失合計 19,899 289,690

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

6,875 △295,536

法人税、住民税及び事業税 161,338 177,654

法人税等調整額 △1,006 △16,081

法人税等合計 160,332 161,572

四半期純損失（△） △153,456 △457,109
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

営業収益

受取手数料 711,743 460,498

売買損益 51,637 9,684

その他 8,977 11,139

営業収益合計 772,358 481,323

営業費用 ※1
 851,024

※1
 723,375

営業損失（△） △78,665 △242,052

営業外収益

受取利息 594 438

受取配当金 187 195

負ののれん償却額 7,336 7,336

その他 744 634

営業外収益合計 8,863 8,605

営業外費用

創立費償却 180 －

為替差損 2,266 －

減価償却費 17 44

自己株式取得費用 － 49

その他 89 －

営業外費用合計 2,553 93

経常損失（△） △72,356 △233,540

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 11,008

訴訟損失引当金戻入額 － 58,658

投資有価証券評価損戻入益 － 5,717

事業譲渡益 － 12,777

特別利益合計 － 88,161

特別損失

固定資産売却損 － 826

固定資産除却損 － 140

商品取引責任準備金繰入額 5,949 9,010

金融商品取引責任準備金繰入れ 958 5,650

関係会社株式売却損 27 －

ゴルフ会員権評価損 516 49

割増退職金 － 5,300

システム解約違約金 － 3,270

原状回復費用 1,190 15,000

その他 － 1,861

特別損失合計 8,641 41,110

税金等調整前四半期純損失（△） △80,997 △186,489

法人税、住民税及び事業税 48,429 1,379

法人税等調整額 △460 △5,405

法人税等合計 47,968 △4,026

四半期純損失（△） △128,966 △182,463
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

6,875 △295,536

減価償却費 44,330 44,459

減損損失 4,890 43,810

負ののれん償却額 △22,010 △22,010

有形固定資産除却損 167 777

有形固定資産売却損益（△は益） 1,558 826

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,337 △51,884

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,683 △3,665

受取利息及び受取配当金 △11,943 △6,586

持分法による投資損益（△は益） 35 －

顧客分別金信託の増減額（△は増加） 300,000 －

その他預託金の増減額（△は増加） － △30,000

金銭の信託の増減額（△は増加） 349,900 320,100

外国為替取引分別保管預金の増減額（△は増
加）

91,002 94,121

委託者未収金の増減額（△は増加） 29,165 14,126

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 △20,950 25,445

委託者先物取引差金（借方）の増減額（△は増
加）

259,144 115,088

差入保証金の増減額（△は増加） △401,756 △4,016,267

長期未収債権の増減額（△は増加） △34,115 64,454

預り証拠金の増減額（△は減少） △464,695 △144,267

外国為替取引預り証拠金の増減額（△は減少） 658,525 4,028,335

受入保証金の増減額（△は減少） △288,403 △104,535

預り金の増減額（△は減少） 1,994 △181,043

その他 △512,678 371,591

小計 △18,614 267,339

利息及び配当金の受取額 15,255 7,738

法人税等の支払額 △8,939 △444,905

法人税等の還付額 141,917 2,242

営業活動によるキャッシュ・フロー 129,619 △167,585
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,397 △27,479

有形固定資産の売却による収入 20,639 942

無形固定資産の取得による支出 － △86,016

投資有価証券の取得による支出 － △15,000

関係会社株式の売却による収入 9,536 －

従業員に対する貸付けによる支出 △23,350 △6,500

従業員に対する貸付金の回収による収入 28,423 11,110

出資金の売却による収入 － 177,284

その他 △58,366 450

投資活動によるキャッシュ・フロー △32,514 54,790

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △5,150 △12,410

配当金の支払額 △49 △42

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,199 △12,452

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 91,906 △125,246

現金及び現金同等物の期首残高 2,823,089 3,115,002

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,914,996 2,989,755
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更

　平成21年10月１日に連結子会社であるスターアセット証券株式会社を

存続会社とする吸収合併により連結子会社であるスター為替株式会社は

消滅したため、連結の範囲から除外しております。

　また、新会社の商号をスター為替証券株式会社としております。

(2)変更後の連結子会社の数

３社

 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「無形固定資産の取得による支出」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記すること

としました。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「無

形固定資産の取得による支出」は△56,615千円であります。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「自己株式取得費用」

は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前

第３四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「自己株式取得費用」は69千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第３四半期連結累計期間 
（自　平成21年４月１日 
 至　平成21年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 73,655千円　

──────

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 114,856千円　

２　偶発債務

従業員の銀行借入金に対して、次の金額の債務保証を

しております。

従業員 626千円　

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

従業員給与・賞与 739,954千円　

取引所等関係費 624,409千円　

賞与引当金繰入額 3,897千円　

退職給付費用 30,652千円　

役員退職慰労引当金繰入額 2,683千円　

貸倒引当金繰入額 27,243千円　

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

従業員給与・賞与 373,201千円　

取引所等関係費 424,999千円　

退職給付費用 55,389千円　

役員退職慰労引当金繰入額 3,705千円　

訴訟損失引当金繰入額 8,188千円　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

従業員給与・賞与 232,311千円　

取引所等関係費 142,933千円　

賞与引当金繰入額 3,897千円　

退職給付費用 9,701千円　

役員退職慰労引当金繰入額 981千円　

貸倒引当金繰入額 9,184千円　

※１　営業費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

従業員給与・賞与 124,874千円　

取引所等関係費 193,908千円　

退職給付費用 18,485千円　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,697,136千円

商品取引責任準備金口 △159,136千円

証券取引責任準備金口 △10,815千円

金融先物取引責任準備金口 △20,300千円

外国為替取引分別保管預金 △18,026千円

外国為替取引担保預金 △573,862千円

現金及び現金同等物 2,914,996千円

 

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,005,710千円

商品取引責任準備金口 △166,824千円

証券取引責任準備金口 △10,792千円

金融先物取引責任準備金口 △31,385千円

外国為替取引担保預金 △806,952千円

現金及び現金同等物 2,989,755千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平

成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　　　6,543,700株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　650,822株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　当社グループは「投資・金融サービス業」として単一セグメントにて事業展開しており、当該事業以外に事

業の種類がないため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　

投資・金融

サービス業

（千円）

環境・省エネ

ルギー支援

サービス業

（千円）

合計（千円）
消去又は全社

（千円）
連結（千円）

　営業収益 　472,329 　8,993 　481,323 ― 　481,323

　営業損失（△） 　△233,258　△10,979　△244,237 　2,185 　△242,052

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　

投資・金融

サービス業

（千円）

環境・省エネ

ルギー支援

サービス業

（千円）

合計（千円）
消去又は全社

（千円）
連結（千円）

　営業収益 　1,828,124 　9,200 　1,837,325 ― 　1,837,325

　営業損失（△） 　△201,945　△26,483　△228,429 　368 　△228,060

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成21年10月１日　至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20

年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）

　当第３四半期連結会計期間末において、取引残高がないため、該当事項はありません。  
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（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日)

　共通支配下の取引等

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含

む取引の概要

(1)　結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業

名称　　　　スターアセット証券株式会社（当社の連結子会社）

事業の内容　商品先物取引業、金融商品取引業（証券取引、外国為替証拠金取引）

　　　　　 被結合企業

名称　　　　スター為替株式会社（当社の連結子会社）

事業の内容　金融商品取引業（外国為替証拠金取引）

　　　(2)　企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

　スターアセット証券株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、スター為替株式会社は解散し、結

合後企業の名称は、スター為替証券株式会社となりました。

(3)　取引の目的を含む取引の概要

　子会社２社の合併により、グループの再構築と業務の効率化を行い、堅固な収益基盤を確立するた

めであります。

　

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日公表分）に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 891円05銭 １株当たり純資産額 960円10銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 25円18銭

　なお、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式が

ないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

記載はしておりません。

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

①　四半期純損失 153,456千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純損失 153,456千円　

④　普通株式の期中平均株式数 6,094,549株　

１株当たり四半期純損失金額 77円09銭

　なお、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式が

ないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

記載はしておりません。

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

①　四半期純損失 457,109千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純損失 457,109千円　

④　普通株式の期中平均株式数 5,929,227株　
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 21円21銭

　なお、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式が

ないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

記載はしておりません。 

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

①　四半期純損失 128,966千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純損失 128,966千円　

④　普通株式の期中平均株式数 6,081,354株　

１株当たり四半期純損失金額 30円93銭

　なお、四半期純損失が計上されており、また、潜在株式が

ないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の

記載はしておりません。 

１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

①　四半期純損失 182,463千円　

②　普通株主に帰属しない金額 ―千円　

③　普通株式に係る四半期純損失 182,463千円　

④　普通株式の期中平均株式数 5,898,635株　

　

（重要な後発事象）

　当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

１．連結子会社の商品取引受託業務の廃止

　当社の連結子会社であるスター為替証券株式会社は、平成22年1月8日開催の取締役会において、以下のとお

り、商品取引受託業務部門の事業を廃止することについて決議しました。

(1) 事業廃止の理由

　スター為替証券株式会社は、金融商品取引業（外国為替証拠金取引業、証券業）および商品先物取引業を

主たる事業としておりますが、国内の商品先物取引業を取り巻く事業環境は、ここ数年来、市場規模が急速

に縮小しており、今後もその傾向が続き、事業環境も一層厳しくなると想定されます。

　一方の外国為替証拠金取引業につきましては、株式会社東京金融取引所の取引所為替証拠金取引「く

りっく365」の市場規模は拡大の一途をたどっております。スター為替証券株式会社の同取引についても、

平成17年7月の取扱開始以来、収益及び預り資産などは順調に増大しており、平成21年12月末時点で同取引

の収益は、当社グループの収益の約8割弱を占めるに至っております。

　このような事業環境をふまえ、当社及び当社グループといたしましては、スター為替証券株式会社の商品

取引受託業を廃止し、成長分野である外国為替証拠金取引業に経営資源を集中させることといたしまし

た。

(2) 廃止事業の概要

① 廃止業務部門の内容

商品取引所法に基づく商品取引受託業務　

② 商品取引部門の経営成績

（平成22年3月期　第3四半期連結累計期間、平成21年4月1日から平成21年12月31日）

　　　　 商品取引部門（A） 連結業績（B） 比率（A／B）

連結営業収益 366百万円 1,837百万円 20.0％

（内　受取手数料） （396百万円） （1,847百万円）（21.5％）

営業利益 ―百万円 △228百万円 ―％

経常利益 ―百万円 △206百万円 ―％

※営業費用につきましては、事業別の区分をしていないため、営業収益の比率のみ記載してお　

ります。

(3) 日 程

① 取締役会決議 平成22年１月８日（金）

② 公告期日 平成22年２月１日（月）

③ 委託者・建玉移管期日 平成22年２月26日（金）

④ 商品取引受託業務廃止期日 平成22年３月５日（金）
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２．連結子会社の証券取引に係る業務の終了

　当社の連結子会社であるスター為替証券株式会社は、平成22年1月29日開催の取締役会において、平成22年3

月31日をもって、下記のとおり証券取引に係る業務（対顧客業務に限る。以下同じ。）を終了することを決定

いたしました。

(1) 業務終了の理由

　証券取引に係る業務の終了は、当社の収益構造改善を目的とした事業見直しの一環であり、成長分野であ

る外国為替証拠金取引業に経営資源を集中させるためであります。　

(2) 終了する業務の概要

① 終了する業務の内容　

金融商品取引業における証券取引に係る業務

② 証券取引部門の経営成績

（平成22年3月期　第3四半期連結累計期間、平成21年4月1日から平成21年12月31日）

　　　　 証券取引部門（A） 連結業績（B） 比率（A／B）

連結営業収益 10百万円 1,837百万円 0.6％

（内　受取手数料） （8百万円） （1,847百万円）（0.5％）

営業利益 ―百万円 △228百万円 ―％

経常利益 ―百万円 △206百万円 ―％

※営業費用につきましては、事業別の区分をしていないため、営業収益の比率のみ記載しており

ます。

(3) 日 程

① 取締役会決議 平成22年１月29日（金）

② 業務終了日 　平成22年３月31日（水）

３．今後の見通し

　商品取引受託業務の廃止後及び証券取引に係る業務の終了後の当社グループの事業は、外国為替証拠金

取引を主軸として注力して参ります。

　なお、本件における当社グループに与える影響は、当該業務の廃止及び終了に伴う取引システムの解約違

約金と除却見込み固定資産及び原状回復費用などの損失を260百万円見込んでおります。

２【その他】

　当第３四半期連結会計期間末時点において、連結子会社に対する係属中の損害賠償請求事件の合計は14件、請求金額

の合計は516百万円であります。また、内訳は商品先物取引及び外国為替証拠金取引の受託取引等に関するものが12

件、請求金額は471百万円となっており、その他が2件、請求金額は45百万円となっております。

　このうち商品先物取引及び外国為替証拠金取引の受託取引等に関するものについては、顧客が同社との取引により

損失を被ったとして、同社に対し損害賠償を求めるものであります。これに対し同社は全ての取引において不法行為

が無いことを主張しております。また、その他のものについては、同社の元従業員の在籍中の行為について、使用者責

任を適用して損害賠償を求めるものであります。これに対し同社は使用者責任が無いことを主張しております。

　いずれの件においても結審に至るまでには相当の期間を要するものと思われるため、現時点において結果を予測す

るのは困難であります。なお、訴訟等による損失に備えるため、連結子会社において商品取引責任準備金及び金融商品

取引責任準備金179百万円、訴訟損失引当金88百万円を計上しております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

スターホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　克治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 工藤　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターホールディン

グス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

スターホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　克治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 工藤　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターホールディン

グス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社の連結子会社であるスター為替証券株式会社は平成22年1月8日開催の取締役

会において、商品取引受託業務の廃止を、平成22年1月29日開催の取締役会において、証券取引に係る業務（対顧客業

務に限る。）の終了を決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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